
小郡市の公共施設における太陽光発電設備
導入可能性および防災機能強化調査について

小郡市



小郡市の概要

●面 積 ４５．４９ｋｍ２

●人 口 ５９，４３２人 （平成25年9月1日現在）

●世帯数 ２２，６０７世帯

●主な産業 稲作、花卉（かき）、野菜栽培

●近年は大規模団地が造成され、福岡市の
ベッドタウンとして発展

七夕神社
将軍藤（大中臣神社）九州歴史資料館



事業の背景

●市が運営する公共施設に太陽光発電設備がない

●平成２３年２月「小郡市地域省エネルギービジョン」を
策定。新エネルギーへの普及を目指す

●平成２３年３月、東日本大震災発生。震災の教訓から、●平成２３年３月、東日本大震災発生。震災の教訓から、
防災拠点施設の電源確保が課題として浮かび上がる
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事業の背景

【目標】 平成23年度～平成32年度の10年間で
エネルギー消費量10％削減

小郡市地域省エネルギービジョン
平成23年2月策定

【新エネルギー分野】
●新エネルギーの導入支援制度の創設
⇒平成23年6月より 「住宅用太陽光
発電システム設置費補助事業」開始

●公共施設への新エネ設備の設置

⇒導入に向けた検討を進める



事業の背景

●電気、ガス、ガソリン等の供給が途絶。集中型のエネルギー
に過度に依存することの危険性

●原子力発電所の事故を契機に、安全なエネルギー源の
確保の要請

東日本大震災の教訓

確保の要請

●安心・安全で、自立分散型
である再生可能エネルギーの
特徴を生かし、災害に強いエネ
ルギーシステム構築の必要性
が高まる
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調査の目的

●公共施設屋上への太陽光発電設備設置にあたり、
導入可能箇所と設備規模の検討を行い、発電可能
量等を算出する

●災害発生時等、停電した場合においても

利用可能な蓄電池を活用した

災害対応型発電システム

の検討を行う



対象施設

市の所有する公共施設４５か所が対象
区 分 対 象 施 設

学校等

01小郡小学校 02三国小学校 03立石小学校 04大原小学校 05味坂小学校

06御原小学校 07東野小学校 08のぞみが丘小学校 09大原中学校

10宝城中学校 11小郡中学校 12立石中学校 13三国中学校 14小郡幼稚園

15三国幼稚園 16小郡市教育センター 17学校給食センター

文化施設 18生涯学習センター 19小郡市民ふれあい広場 20埋蔵文化財調査センター文化施設 18生涯学習センター 19小郡市民ふれあい広場 20埋蔵文化財調査センター

運動施設 21陸上競技場 22野球場 23体育館

市 庁 舎 24本館 25西別館 26東別館 27北別館 28南別館

公 民 館
29東野校区公民館 30味坂校区公民館 31御原校区公民館

32立石校区公民館 33三国校区公民館 34小郡交流センター

集 会 所
35市民館・下岩田集会所 36人権教育啓発センター 37大崎教育集会所

38若山教育集会所 39二夕集会所 40御原教育集会所

保 育 所 41御原保育所 42三国保育所 43大崎保育所

そ の 他 44小郡市総合保健福祉センターあすてらす 45小郡市葬祭場河北苑



調査の流れ

基礎調査（45施設）

①アンケート及び資料調査

②発電量、ＣＯ２削減量、
概算事業費の算出

抽出調査（12施設）

評評評評

価価価価

①現地踏査、詳細調査

②災害対応型システム
の概略検討

関係機関協議関係機関協議関係機関協議関係機関協議などなどなどなど

庁内委員会 ３回 専門家ヒアリング ２回

確認確認確認確認・・・・調整調整調整調整



基礎調査（４５施設）

施設管理者アンケートと航空写真より、設置可能面積・
CO2削減量・概算事業費を試算



抽出調査（１２施設）

基礎調査を行った４５施設のうち、災害対応型発電シス
テムに適した施設を１２箇所に絞り込み調査

【抽出条件】

①災害時の避難所である

②施設が新しい、または耐震補強工事済み

③消費電力が大きく、発電した電力を有効に
使用できる



現地確認調査

【確認項目】
①屋上の状況を確認、太陽光パネルの設置箇所の選定
②蓄電池の設置候補地、系統連系に必要な電気施設の場所
③太陽光パネルによる光害の影響



停電時必要負荷の検討

●災害時に停電した際、防災拠点

で必要となる最低限の電力を想定

●蓄電池の充電および

昼間の使用電力の確保

蓄電池15kwh

太陽光パネル12kw

ﾊﾟﾜｰｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅｰ10kw

出典：パナソニック資料役場の例（１日合計：２１．７ｋＷｈ）



災害対応型発電システムのイメージ

平常時 停電時



各施設における検討結果



施設別の太陽光発電設備導入評価



今後の予定

●グリーンニューディール基金事業
を活用した設備導入

●設備導入後は、災害対応型発電●設備導入後は、災害対応型発電
システムの地域モデルとして、広報
掲載やシステムの紹介を兼ねたエ
ネルギー講座を導入施設で行うこ
とで、市民への波及効果をねらう




